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指定管理者制度活用事業 総括評価シート 

評価年月日：令和２年８月２１日 

評 価 者：健康福祉局指定管理者選定評価委員会 

１．業務概要 

施設名 川崎市総合福祉センター 
指定期間 平成２８年４月１日 ～ 令和３年３月３１日 

業務の概要 ・総合福祉センターの運営等に関する業務 

・総合福祉センターの利用等に関する業務 

・施設等の維持管理に関する業務 

指定管理者 名称 ：社会福祉法人 川崎市社会福祉協議会 

代表者：会長 佐藤 忠次 

住所 ：中原区上小田中６－２２－５     電話：０４４－７３９－８７１０ 

所管課 健康福祉局地域包括ケア推進室（内線：３３２１１） 

２．「評価の視点」に基づく事業期間全体の評価 

評価項目 事業実施状況等 

1 市民や利用者に十分な量

及び質のサービスを提供

できたか。

１ 施設稼働率 

 導入前（Ｈ１６）   ６６．６％ 

 第１期５年間平均   ６７．９％ 

 第２期５年間平均   ７３．０％ 

 第３期４年間平均   ６９．７％ 

２ 経費（行政負担額） 

 導入前（Ｈ１６）   １６６，２６７千円 

 指定管理料４年間平均 １５４，８０８千円（６．９％減） 

仕様書等に基づき、適正に運営がなされたと認められる。特に次の点で、仕様書等で

示された内容について、より高い水準での事業執行がなされた。 

・施設稼働率については、新型コロナウイルス感染症や台風第１９号の影響等により、

第３期４年間の事業計画値（７３．３％）を下回ったものの、利用者が利用しやすい

センターとなるように、１階受付窓口・エレベータ横や７階ロビー等に設置している

「意見箱」やホームページの「意見募集欄」などで、利用者ニーズの把握に努め、利

用者の利便性を高めるために、常に工夫や改善に取り組んだ点は評価できる。 

・総合相談事業では、精神障害や健康・医療に関する分野を中心に「ふくし相談」で

応じ、さらに高い専門性が要求される相談については、医師・弁護士・臨床心理士

による「専門相談」につなぎ、総合相談窓口として決め細やかな相談対応を実施し

た。 

・地域福祉情報提供事業としては、「かわさき福祉情報サイトふくみみ」を随時更新し、

また、新規登録図書・ＤＶＤの紹介や研修の案内をふくみみ Facebook ページで行う

など、インターネットを活用し市民への情報発信が積極的に行われた。 

・研修事業については、これまでの研修の実績や受講者アンケートなどで把握した研

修ニーズを踏まえ、より有効な研修となるよう、地域福祉コーディネーター研修や

社会福祉施設等職員研修など地域福祉の担い手を育成するための研修を行ってお

り、評価できる。 

2 当初の事業目的を達成す

ることができたか。 

【目的】川崎市総合福祉センターは、福祉に関する情報の収集及び提供等を行うとと

もに、市民による福祉活動を支援することにより、市民の主体的な活動によ

る地域福祉の推進を図ることを目的とする。 

市民の福祉ニーズを把握し、適正に施設の管理運営を行っており、着実に事業計画等

に基づく事業目的を達成していると評価できる。 

3 特に安全・安心の面で問

題はなかったか。 

・施設及び設備の維持・管理について、専門性を必要とする業務においては適正な管

理運営が行われるように専門業者に委託し、綿密に連携したうえで維持・管理を行

っている。また、センターの安全性と快適性を高めるために、経年により故障や劣

化した設備等の修繕を適切に実施している。 

・個人情報の保護については、「川崎市個人情報保護条例」「川崎市社会福祉協議会個

人情報保護規程」及び「川崎市社会福祉協議会職員倫理綱領」に基づき、個人情報

を適正かつ安全に取り扱い、適切な管理が行われていると認められる。 

・安全管理への取組みについては、危険や異常を早期に察知できるように警備員及び

センター職員による館内巡回を行うとともに、事故等の危険が予測される箇所につ



いては、改善、又は表示を貼り付けるなどして注意喚起を促すなど、事件・事故の

予防に努めている。事故・急病等の発生の場合には、発見・確認しだい、手順書に

基づき、救急車を要請するなど迅速な対応に努めている。消防避難訓練を毎年 2 回

実施しており、緊急連絡体制についても委託業務の責任者を含めた有人・無人時に

おける連絡体制を整えている。 

4 更なるサービス向上のた

めに、どういった課題や

改善策があるか。

・利用者にとって使いやすい施設となるよう、利用者の意見・要望の把握に努めてお

り、サービス向上に取り組む姿勢は評価できる。引き続き、インターネットで提供

する情報の質・量を充実させるなど、利用者の立場に立ったサービスを心がけると

ともに地域との連携を進めていただきたい。 

３．これまでの事業に対する検証 

検証項目 検証結果 

１ 所管課による適切なマネ

ジメントは行われたか。

・施設において実施されるセルフモニタリングの報告等を確認し、適宜実地訪問も行

い、適正な施設運営水準の維持、継続に努めている。 

２ 制度活用による効果はあ

ったか。 

・本施設は、本市が地域福祉活動を推進するという行政目的を達成するために、その
全市的拠点として設置した施設であり、指定管理制度により直営よりもきめ細かく
情報収集や他の民間団体との連携を行い、質の高いサービスの提供ができている。

・経費に関しては、今期４年間の平均行政負担額が、導入前の６．９％減となり、経
費縮減効果は大きいと判断できる。 

・指定管理者はその独自業務と指定管理業務をうまく連携させて事業を実施したこと
により、効率的で効果的な施設運営を実現させており、本制度活用の効果があった
ことが明らかである。 

3 当該事業について、業務

範囲・実施方法、経費等

で見直すべき点はないか

・指定管理第４期の業務範囲については、引き続き施設運営・維持管理とセンターの

設置目的に合致する事業の実施とする。 

・本施設は、平成２年に中原会館から改築して３０年以上が経過する中で、外壁、昇

降機、舞台照明設備、空調設備、ホール等関連設備、受電設備等、随所に老朽化が

見受けられることから、長寿命化対象物件となっており、令和４年度及び５年度で、

大規模修繕を行う予定である。その工事期間中も施設の運営・管理が適切になされ

るよう、庁内関係者及び指定管理者との綿密な連携が不可欠である。 

・施設稼働率は約７割と高い水準で推移しているものの、第２期指定管理期間からは

微減しており、今後、新型コロナウイルス感染症の拡大予防の意識が高まる中、更

なる利用促進を図るためには、より一層の広報及び利用者の要望把握・改善に努め

る必要がある。 

４ 指定管理者制度以外の制

度を活用する余地はない

か 

・指定管理者制度による運営では、一定期間継続して中・長期的な計画に基づいた事

業実施と施設管理を担うことができ、安定かつ柔軟な運営及び経費の縮減が可能と

なる。より財政負担を少なくして管理運営していくためには、引き続き指定管理者

による管理運営が望ましい。 

・指定管理者はその独自業務として、地域の多様な生活課題に対して、地域を基盤に

して解決につなげる支援やその仕組みづくり、福祉のまちづくりを掲げており、本

施設の設置目的と合致している。 

４．今後の事業運営方針について 

指定管理者制度の導入により、直営時よりもきめ細やかな情報収集や関係民間団体との連携による質の高いサービ
ス提供が可能となったと評価できる。苦情等も少なく、施設稼働率は高い水準で推移し、適切なサービスが提供され
ていることから引き続き指定管理者制度による管理運営が適切であると考える。さらに指定管理者は、より効率的・
効果的な施設の管理運営に努め、さらなる利用促進を図るために、地域福祉情報提供事業のより一層の充実を図る必
要がある。 

今後においては、地域包括ケアシステムの推進に伴い、地域で主体的な役割を果たす地域福祉の担い手の需要が一
層見込まれる中で、新たな人材の確保や育成が強く求められており、本施設の重要性もますます高まると考えており、
その役割を十分に理解した指定管理者による運営が切に望まれる。 

また、次期指定管理期間中である令和４年度及び５年度で、大規模修繕を行う予定となっており、その工事期間中
も施設の運営・管理が適切になされるよう、庁内関係者及び指定管理者との綿密な連携が不可欠である。 

さらに、今後、新型コロナウイルス感染症の拡大予防の意識が高まる中、更なる利用促進を図るためには、より一

層の広報及び利用者の要望把握・改善に努める必要がある。 


